
　令和３年度 民生費の決算状況（こども・子育て関係分）

（単位　：　円）

H29 H30 R1 R2 R3 R2対R3

15民生費 15児童福祉費 8,489,793,806 8,577,035,770 8,931,436,041 9,477,370,742 11,412,459,976 20.4%

  5児童福祉総務費 448,872,441 526,098,066 430,895,933 708,145,916 2,703,882,738 281.8%
10児童措置費 5,842,085,539 6,027,054,792 6,233,539,181 7,043,252,871 7,101,786,233 0.8%
15母子等福祉費 1,091,589,461 1,047,161,748 1,309,180,754 981,734,343 945,913,482 △3.6%
20児童福祉施設費 1,104,213,413 973,582,005 954,646,534 744,237,612 660,877,523 △11.2%
35青少年育成費 3,032,952 3,139,159 3,173,639 -

20医療給付費 3,188,662,242 3,138,361,134 3,181,222,159 3,156,108,465 3,090,454,294 △2.1%

5乳幼児等医療給付費 392,244,893 354,290,214 320,307,503 230,171,366 277,420,361 20.5%
7未熟児養育医療給付費 9,249,069 9,115,173 12,254,971 37,205,524 6,451,311 △82.7%
10ひとり親家庭等医療給付費 186,356,667 156,034,661 141,738,541 122,857,691 128,400,043 4.5%

　　単位︓円

児童福祉総務費　 ⼦育て世帯臨時特別給付⾦給付費　　2,286,555,703
新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援

ひとり親⼦育て世帯⽣活⽀援特別給付⾦給付費　150,847,699　　ふたり親⼦育て世帯⽣活⽀援特別給付⾦給付費　74,636,017
新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏まえ生活を支援

児童措置費　     私⽴保育所（園）・認定こども園等運営費　　4,122,689,196　　　 児童保育センター運営費　　793,447,037
保育業務を市内21所の市立認可保育所に委託。 保護者の就労などにより保育を必要とする小学校就学児童を対象に、市内40施設、59クラブで実施

児童手当　　2,185,650,000
15歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある児童（中学校修了前）を養育している者に支給

⺟⼦等福祉費　　 児童扶養手当　　　　919,055,820
18歳に達する日以降の最初の３月31日までの間にある児童を養育している（一定の障害の状態にある児童を養育している場合には20歳まで）ひとり親家庭等に支給

児童福祉施設費　 保育所管理運営費　　635,745,880
公立保育所へ入所する児童の保育を行う。令和3年度には、乳児保育（6所で実施）について、低年齢児の保育ニーズに対応するため、緑ヶ丘保育所の0歳児室を整備

乳幼児等医療給付費　 乳幼児等医療給付費　268,352,683
0～12歳（小学校卒業前まで）の子どもを対象に、医療費の助成を実施（所得制限あり）。

未熟児養育医療給付費　 未熟児養育医療給付費　　6,438,271
入院を必要とする未熟児に対して、保険診療と入院食事療養費の自己負担分を全額公費負担する。世帯の課税状況に応じて、養育医療の給付等に要する費用を徴収

ひとり親家庭等医療給付費　　ひとり親家庭等医療給付費　　124,435,808
ひとり親家庭の児童や親が、入院や通院をしたときに医療費の助成を実施（所得制限あり）。

子育て世帯給付金20億円、
ひとり親世帯給付金△3.4億円

主な増減要因

児童扶養手当対象者の減△0.3憶円

款 項 目
増減率

R2対R3

給付費0.05憶円

報酬・賃金△0.8億円

主な事業

給付費0.5億円
給付費△0.3億円
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